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研究成果の概要（和文）：本研究では、頸部刺激のパルス持続時間を変更した2つの異なる訓練方法を設定した
介入研究を行い、摂食嚥下障害者への有効な舌の訓練法について検討した。
摂食嚥下障害を訴えた高齢者９名を２つの異なる刺激を用いた訓練方法に分けての検討を行った。訓練内容は、
頸部刺激を持続した状態での舌挙上訓練を行った。研究結果は、訓練前後の最大舌圧と平均舌圧とした。訓練
後、両群ともに最大舌圧、平均舌圧の改善が認められた。一方、治療効果については、最大舌圧、平均舌圧とも
に訓練法間による有意な差は認められなかった。引き続き研究対象者を増やしての検討が必要であった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted an intervention study using two different 
training methods that changed the pulse duration of submental stimulation to examine effective 
tongue training methods for people with dysphagia.
Nine elderly people who complained of dysphagia were divided into two training methods using 
different stimulation methods and examined. The training consisted of tongue elevation training with
 sustained submental stimulation. The study results were the maximum tongue pressure and average 
tongue pressure before and after training. After training, improvements in maximum tongue pressure 
and average tongue pressure were observed in both groups. However, in terms of therapeutic effect, 
no significant differences were observed between the training methods for either maximum or average 
tongue pressure. Further examination with an increased number of study subjects is required.

研究分野： 摂食嚥下リハビリテーション

キーワード： 頸部刺激　舌訓練　高齢者

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の対象は、摂食嚥下障害を伴う高齢患者として、ショートとロングの2つの異なる刺激を用いた舌訓練を
指示し、より強い刺激を加えられる訓練方法とその効果について検討を行った。
頸部への刺激の強度は、ショートの方が有意に増加し、より効果的な刺激を与える可能性が示された。一方で、
２つの異なる刺激を用いた訓練方法の違いによる訓練後の効果についての有意な差は認められなかった。したが
って、様々な刺激の方法を変更した方法を用いた舌訓練について比較検討する必要性が課題として考えられた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
経皮的電気刺激（Transcutaneous Electrical Stimulation、以下 TES）は、表面電極を用い

て筋肉に電気刺激を与え、筋収縮を増強する訓練法である。この訓練法は、嚥下に関連する筋

肉に限らず、四肢におけるリハビリテーションの分野でも広く利用されている。TES を使用し

た嚥下関連の先行研究は、刺激後の嚥下機能改善を目的とした治療研究と嚥下生理における影

響を評価した効果研究の２つに分類することが出来る。多くの治療研究は、嚥下のメカニズム

に対する TES の影響を検証せずに経口摂取量の増加、誤嚥の減少と経管栄養からの離脱といっ

たアウトカムに焦点を当てている。治療研究では、TES を補助的に用いた嚥下訓練後の機能改

善を報告している(Carnaby ら、2008. Baijens LW ら、2008. Ryu JS ら、2009. Kushner DS

ら、2013. Bhatt AD ら、2014.)。一方、他の治療研究では、TES を補助的に使用した嚥下治療

と使用しなかった場合の結果に統計学的に有意差はみられなかった（Kiger ら、2006．Bülow

ら、2008．Baijens ら、2013.）。このような研究間での結果の相違には、対象者の違い、電極

位置、電気刺激のタイプの違いや併用した嚥下訓練の違いが影響している（Barikroo ら、

2017．Poorjavad ら、2014.）。つまり、TES の治療効果は明確にされておらず、最適な TES プロ

トコールの提示が必要不可欠である。 

効果研究では、嚥下生理への影響として TES による舌骨の動きの下降についての報告がある

(Ludlow CL、2010.)。この舌骨の下降効果を、嚥下時の喉頭挙上に対する抵抗として利用した

のが Park ら(2012)の研究である。彼らは刺激時に嚥下を指示し、舌骨挙上量の増加を報告して

いる。この結果は TES の抵抗源を用いた新たな舌訓練法の可能性を示したと言える。 

TES を利用して嚥下関連筋に刺激を与える場合、電流の強さ（振幅）が必要となる。なぜなら

ば、嚥下関連筋群は表層ではなく、より深部に位置しているためである。その一方で、振幅の

増加は被験者の耐えられる最大の振幅（Maximum Amplitude Tolerance、以下 MAT）によって制

限されることが報告されている(Doucet ら、2012.)。Barikroo は、不快感を増すことなく MAT

を高めるための新たな TES プロトコールについて報告している。ロングパルス(700μs)と比較

してショートパルス持続時間(300μs)は MAT が上昇し、深部の筋肉に刺激を到達させる可能性

があることを示唆している（Barikroo ら、2018)。 

 
２．研究の目的 
 舌は、食塊形成、食塊の咽頭への移送といった咀嚼嚥下において重要な役割を担う。よって、

安全な経口摂取の継続には効果的な舌機能訓練が不可欠であるが、これまで報告されている訓

練の多くは、運動生理学的根拠に基づいての効果の検証がされていない。そのため、TES を用い

た新たな舌訓練プロトコールの開発は舌運動機能の低下した高齢患者のリハビリテーションに

おいて極めて有意義である。したがって、本研究の目的は、過去の TES 研究に基づき、TES によ

る拮抗筋の抵抗運動を利用した新たな舌訓練法を確立することである。今年度では、Vital Stim○R  

Plus(インターリハ株式会社)のパルス持続時間を変更した 2 つの異なる訓練プロトコールを設

定した介入研究を行い、摂食嚥下障害者への有効な舌訓練法について検討した。 

 
３．研究の方法 
対象は、摂食嚥下障害を主訴として来院した高齢者９名（男性 8 名、女性 1 名、平均年齢

82.1±5.2 歳）である。登録順に研究対象者を２群に分類した。１群（５名）は第Ⅰ期にパルス

持続時間を 300μs に設定した舌挙上訓練（訓練Ａ）を受け、４週間のウォッシュアウト期間後、

第Ⅱ期はパルス持続時間を 700μs に設定した舌挙上訓練（訓練Ｂ）を受けた。２群（４名）は



その逆とするクロスオーバー試験を行った（図１）。訓練プロトコールは、TES を持続した状態

での舌挙上訓練を 10 回 1 セットとして、6セット行い、合計 60 回の訓練を週 2日、4週間継続

するプログラムを設定した。さらに、より効果的な訓練のためにトレーニング強度を設定した。

具体的には、ベースライン測定時の最大舌圧の 70％を初日のターゲットレベルとして訓練を行

い、2日目は 80％、3日目は 90％に設定し、徐々に負荷を加えていく訓練内容とした。アウトカ

ムは、訓練前後の最大舌圧と平均舌圧とした。 

 

図１ クロスオーバー試験 

 
４．研究成果 

両群ともに第Ⅰ期訓練後の最大舌圧（図２）、平均舌圧（図３）の改善が認められた（p<0.05）。 

図２ 訓練期間中の最大舌圧の推移 

図３ 訓練期間中の平均舌圧の推移 



  

次に、第Ⅰ期の介入の影響が第Ⅱ期に持ち越されないことが重要であるため、持ち越し効果に

ついて検討したところ、最大舌圧、平均舌圧ともに持ち越し効果は認められなかった。治療効果

については、最大舌圧（p=0.358）、平均舌圧（p=0.881）ともに訓練法間での統計学的な有意差

は認められなかった。 

以上より、訓練 A、Bとも舌圧の改善は認められたが、訓練 Aと訓練 Bによる治療効果に有意

な差は認められなかった。サンプルサイズが少ないため、引き続き研究対象者を増やしての検討

が必要である。 
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